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５．住宅内のエネルギー消費削減量の都道府県別予測モデル 

 
                              伊香賀俊治（日建設計環境計画室） 

 
 
はじめに 

ＷＧ４（住宅内のエネルギー消費マクロモデル作成ＷＧ）は、関連研究実績の豊富な委員注 1)で構成さ

れ、委員他の既往文献を調査・整理し、他のＷＧの研究成果を活用しながら都道府県別のエネルギー消

費量と削減量予測モデルを作成することを研究目的としている。 
2001年度は、「民生家計部門のエネルギー消費量、CO2排出量のマクロモデル」、「民生家計部門のエ

ネルギー消費原単位」等に関する委員等による既往研究（注 2）を整理し、2002 年度は、都道府県別住宅
エネルギー消費量を 2020 年まで予測するための基礎統計データベースの作成と、行政等における住宅
部門の省エネルギー政策立案、企業等における市場予測など、マクロモデルで分析できる対策シナリオ

を検討した。ここでは、現在作成中の住宅内のエネルギー消費削減量の都道府県別予測モデルの概要を

報告する。 
注 1：委員構成 

主  査：伊香賀俊治（日建設計）、幹事：三浦秀一（東北芸術工科大学） 
委  員：石田博之（日本エネルギー経済研究所）、澤地孝男（建築研究所）、下田吉之（大阪大学）、 

鈴木靖文（ひのでやエコライフ研究所）、土屋順二（東京電力）、外岡 豊（埼玉大学） 
   専門委員：深澤大樹（埼玉大学）、小池万里（日建設計） 

注 2：委員等による既往研究 

(1)日本エネルギー経済研究所の家庭用エネルギー消費ミクロ需要モデル  
(2)日本エネルギー経済研究所の家庭用エネルギー消費マクロ需要モデル 
(3)産業技術総合研究所の NICE(NIRE CO2 Emission)モデル 
(4)地球環境と大気汚染を考える全国市民会議の CASA・Target2000モデル 
(5)東京大学村上・加藤・伊香賀研究室の建築関連 CO2長期予測モデル 
(6)埼玉大学外岡研究室の都道府県別住宅 CO2排出実態詳細推計データ 
(7)東北芸術工科大学三浦研究室の都道府県別住宅エネルギー消費原推計データ 
(8)大阪大学水野研究室の住宅エネルギー推計モデル 

 
１．マクロモデルの構成 

マクロモデル作成において、暖冷房用エネルギー、給湯用エネルギー、厨房・その他用エネルギーで

はそれぞれ消費量算出の方法が異なる。よって、消費エネルギーの用途をはじめに 4用途（暖冷房、給
湯、厨房、その他）に分類し、分類ごとに検討地域全体の消費量日パターンを作成する。作成した分類

ごとの消費量日パターンから、住宅全体で消費するエネルギー消費量のピーク値や、年間消費量を計算

できる。なお、消費量の予測は都道府県別に行えるようにし、また、今後様々な省エネ対策効果を検討

することを見据えてモデルを作成している。 
1.1 県全体の総エネルギー消費量のピーク値 

県全体で消費するエネルギーについて、各用途の平日／休日パターンを作成する。４分類の日パタ

ーンを積算すると、県全体のエネルギー消費量ピーク値を求める。 
1.2 県全体の年間総エネルギー消費量 

1.2.1 で計算した分類別・月別の日パターンに各月日数を掛け、各月消費量および年間総量を計算
する。 
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      住宅内のエネルギー消費削減量の都道府県別予測モデルの概要 

 

２．モデルの作成手順 

2.1 暖冷房エネルギー消費量日パターンの作成 

暖冷房負荷パターンには、慶応義塾大学村上周三研究室の研究成果（SMASHによる年間暖冷房負荷
の時刻別データ）等を利用する。①地域別（札幌、盛岡、仙台、東京、鹿児島、那覇の 6 都市）、②住
戸タイプ別（戸建／集合（集合の場合は、さらに住戸位置別（9 パターン））、の計 60 パターンについ
て試算したものである。 
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建築学会標準モデル          戸建住宅の地域別・断熱水準別年間暖冷房負荷 

 
 

①暖冷房 

県全体のピーク電力 

②給湯 
 

③厨房 
 

④その他 
 休日のパターン 
平日のパターン 
 

県全体の 1日の 
電力消費量 
（総量） 

休日のパターン 
平日のパターン 
 

電力以外の消費量
積算 

県全体の 1日のエネルギー消費量 
（電力と電力以外に分類） 

県全体の燃料消費量 
（ガス、灯油など） 

県全体の電力消費量 

＜電力＞ 
４用途の日パターン 
を積算し、全体の 
日パターンを作成 

用途ごとに、年間消費量を計算 
（日パターン×各月の負荷率係数×各月日数） 

＜電力以外＞ 
４用途の日パターン 
を積算し、全体の 
日パターンを作成 

県全体の 1日の 
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（総量） 
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(1) 基準階平面図 
 

 
 
 
 
 
 
 (2) 立面図(5階建て, 40戸) 
 
  

(2) 立面図 
 
集合住戸モデル(3LDK)  
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(1) 最上階西妻住戸               (2) 中間階中間住戸 

集合住宅の住戸位置別・地域別・断熱水準別年間暖冷房負荷 
平日、休日の負荷パターンの積算により都道府県全体の日負荷パターン、および年間負荷を計算す

る。都道府県全体の暖冷房負荷と暖冷房機器効率より、電力消費量と燃料系エネルギー消費量を求め

る。暖房用のエネルギー消費量算出方法を次ページに示す。（冷房も暖房と同様の方法にて計算する。） 
 
2.2 給湯関連のエネルギー消費量日パターンの作成 

給湯負荷は、水道水の加熱負荷に利用水量を乗じたものである。水道水温度は外気温度とともに変動

するが、外気温度と水道水温度の関係を示す関数が用意されている（省エネ講習会テキストなどに計

算方法が記載されている）ため、それを利用して都道府県ごとに各月平均水道水温度を求める。給湯

温度と水道水温度の差に比熱と利用水量を乗じて給湯負荷を求める。給湯用エネルギー消費量は、給

湯負荷と給湯用機器の効率によって決まる。 
 
 
 
 給湯利用の主な用途は、入浴、炊事、洗顔である。よって、給湯負荷は床面積の影響は受けないが、

世帯人員数の違いが負荷量に影響する。給湯利用量は世帯人員が多いほど、1 人あたりの利用量が少
なくなる傾向にある。 

給湯負荷の計算方法 
・水道水温度[℃]＝ｆ（外気温度） 
・１m3あたりの加熱負荷[W/m3]＝（給湯温度－水道水温度）×1000×1.163 
・給湯負荷[W]＝1m3あたりの加熱負荷×利用水量 
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行為の日パターンにより、給湯の日負荷を各時刻に配

分して給湯負荷の日パターンを作成する。また日負荷か

ら月積算負荷、および年間給湯負荷が求まる。この負荷

に住宅数を乗じて、都道府県全体の給湯負荷を計算して

おく。給湯負荷の月変動要素は、水道水温度、すなわち

各月・各地域の外気温度である。給湯負荷の処理を電気

と燃料系とに配分し、電力消費量、燃料系のエネルギー

消費量を計算する。 

世帯人数と世帯の給湯利用量の関係

0 1 2 3 4 5
世帯人数

 

電力消費量のみ 
都道府県全体の 
ピーク日需要パター
ンを作成する 

集合住宅 
 
戸建住宅 
平日ピーク日パターン

時刻

W/m2

休日ピーク日パターン

時刻

W/m2

 

戸建ピーク日パターン 
×住戸の平均床面積 
×戸建住宅戸数 
＋ 

集合ピーク日パターン 
×住戸の平均床面積 
×集合住宅戸数 

ピーク日負荷パターン 
× 

ピーク日パターンに対する 
各月の補正係数 

（負荷カーブはどの月も同じ） 

暖房負荷↓ 

1月 2月 3月 12月
補正係数 0.9 1.0 0.8 0.85

平日 ・・・・・・・・・・・・・・

休日 ・・・・・・・・・・・・・・

1月

時刻

W/m2

2月

時刻

W/m2

12月

時刻

W/m2

3月

時刻

W/m2

1月

時刻

W/m2

2月

時刻

W/m2

3月

時刻

W/m2

12月

時刻

W/m2

平日ピーク日パター
ン

時刻

MW

休日ピーク日パター
ン

時刻

MW

 

電気と燃料系に 
負荷を配分 

機器の COPを考慮して 
電力消費量を計算 

機器の COPを考慮して 
燃料系消費量を計算 

電気と燃料系に負荷を配分 

機器の COPを考慮して 
電力消費量を計算 

機器の COPを考慮して 
燃料系消費量を計算 

各月日数を乗じて年間負荷を計算 
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2.3 厨房、その他関連のエネルギー消費量日パターンの作成 

厨房用およびその他用機器の消費エネルギー日パターンは、NHK の生活調査等の行為別日パターン
を基に作成する。床面積の大小は厨房用およびその他用エネルギー消費量には影響しない。（ただし照

明については部屋数に影響する。） 
■家電の予測モジュール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各人の日行為パターン 
2000年ＮＨＫ国民生活調査 

［分類］分類数 ＮＨ 

勤め人（男女別かどうかは不明） 
家庭婦人 
など。 
※分類の詳細は不明 

世帯構成別の世帯数 
都道府県全体の値を計算する際に用いる世

帯数の分類と合わせておく。 

 

H12年国勢調査 家族類型別一般世帯数 
（都道府県別） 

［分類］分類数 ＮＳ 

夫婦のみの世帯 
夫婦と子供から成る世帯 
男親と子供から成る世帯 
女親と子供から成る世帯 
夫婦と両親から成る世帯 
夫婦とひとり親から成る世帯 
夫婦，子供と両親から成る世帯 
夫婦，子供とひとり親から成る世帯 
夫婦と他の親族（親，子供を含まない） 
夫婦，子供と他の親族（親を含まない） 
夫婦，親と他の親族（子供を含まない） 
夫婦，子供，親と他の親族から成る世帯 
兄弟姉妹のみから成る世帯 
他に分類されない親族世帯 
非親族世帯 
単独世帯 

世帯全体での、機器の日使用パターン 
家族類型ごとに、 
世帯構成を考慮した 
世帯全体の機器の日使用パターンを作成 
 
★パターン数＝機器の種類×家族類型の分類数 
        ＮＫ    ＮＳ 

家電機器が消費する 1日の電力パターン（1台あたり） 
機器ごとに 
時刻ごとの消費電力を積算。 
・機器使用時 ――＞定格時消費電力 Eon×各時刻の機器使用確率＋待機電力 Eoff×（1.0－各時刻の行為確率） 
・機器不使用時――＞待機電力 Eoff 
 

各人の機器の日使用パターン 
日行為パターンと、行為と使用機器の関連より 
各機器について 
機器の日使用パターンを作成 
 
★パターン数＝機器の種類×人の属性分類数 
       ＮＫ     ＮＨ 

行為と使用機器の関連づけ 
［機器の種類］種類数 ＮＫ 
炊飯器  ＜――＞炊事 
電子レンジ＜――＞炊事 
テレビ  ＜――＞テレビ 
電気コタツ＜――＞テレビ 
居間の照明＜――＞掃除 
など。 

使用機器の消費電力 
機器ごとに 
・定格時 Ｅon 
・待機時 Ｅoff 
を設定 
 

機器の普及台数 
対象機器の 
機器の普及台数 NM 
 

家電機器が消費する 1日の電力パターン 
各時刻ごとに 
Σ家族類型分類（ Σ機器分類（各機器の 1台あたり消費電力×世帯数×普及台数） ） 
 

家電機器が消費する年間消費電力量 

将来予測には 
日本の世帯数の将来推

計の分類（単独、夫婦

のみ、夫婦と子、など）

のいずれかを当てはめ

て利用 



 
 

 6

 
・行為別日パターンより、1日の機器使用パターンを作成する。 
・電気機器については、使用時には定格電力、非使用時には待機電力がかかるものとして 1日の電
力消費量パターンを作成する。 
・冷蔵庫と温水洗浄便座以外は、各月の日負荷変動はないものとする。 
・冷蔵庫と温水洗浄便座については、何らかの方法で各月の補正係数を設定する。 
・各機器の電力消費量日パターンに、以下の２つの変数を乗じて、都道府県全体の電力消費量を計

算する。 
①都道府県の世帯数（住戸数？） 
②都道府県における機器の普及台数 
 
・各機器の電力消費量を積算して、都道府県全体の電力消費量の日パターンを求める。↓ 
・日積算値に各月日数を乗じて、年間の電力消費量を求める。 
電気以外の燃料系についても同様に計算する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※世帯構成によって日パターンの傾向が異なる（単身者には夜型が多い、大家族は昼型の生活、など）

と考えられるが、世帯構成別にパターンを用意する？？ 
 

機器使用パターン（休日）
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2.4 県全体のピーク値および年間積算値の計算 

４用途の県全体のエネルギー消費量日パターンを集計する。24時間のエネルギー消費状況の中から、
ピーク値を求める。 
※エネルギー消費量日パターンを作成する段階から、エネルギーを電力と電力以外に分けておく。次に、

県全体のエネルギー消費量日パターンに月の日数を乗じて、各用途の年間エネルギー消費量を求める。

４用途のエネルギー消費量を集計したものを県全体の総エネルギー消費量とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県全体の電力消費量（その他） 

県全体の電力消費量（厨房） 

県全体の 
電力消費量ピーク値 

県全体の電力消費量 
月積算値、年間合計値 

平日のパターン 
×各月の平日日数 
＋ 

休日のパターン 
×各月の休日日数 

積算 

県全体の電力消費量（給湯） 

県全体の電力消費量（空調） 

休日のパターン 
 

 
平日のパターン 

県全体の電力消費量（全体） 

休日のパターン 
 

 
平日のパターン 

 

県全体の燃料消費量（その他） 

県全体の燃料消費量（厨房） 

県全体の燃料消費量（給湯） 

県全体の燃料消費量（空調） 

休日のパターン 
 

 
平日のパターン 

＜電気＞ ＜電気以外＞ 

県全体の年間電力消費量（空調） 
県全体の年間電力消費量（給湯） 
県全体の年間電力消費量（厨房） 
県全体の年間電力消費量（その他） 

県全体の年間燃料消費量（空調） 
県全体の年間燃料消費量（給湯） 
県全体の年間燃料消費量（厨房） 
県全体の年間燃料消費量（その他） 

平日のパターン 
×各月の平日日数 
＋ 

休日のパターン 
×各月の休日日数 

県全体の燃料消費量 
月積算値、年間合計値 
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３．将来推計の際の変動要素 

将来のエネルギー消費量を推計する際の変動要素には以下のものが挙げられる。 
・人口の増減（→住戸数の増減） 
・住宅のグレードの変化 
・外壁断熱材の強化 
・１住戸あたりの床面積の増減） 
・機器の普及台数（→エネルギー消費量の増減） 
・高効率機器への買い替え（→機器効率の向上） 
・ライフスタイルの変更 
・単身者の増加、高齢化など（→世帯数の増減、住戸数の増減） 
・省エネ生活の実践（標準型→節約型への移行） 
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４．住宅の断熱強化によるエネルギー消費量の都道府県別削減効果の検討（外岡研究室） 

 政府の地球温暖化対策推進大綱の中では、「省エネルギー性能の優れた住宅・建築物の普及促進」を

掲げ、民生住宅部門においては、省エネ法に基づく建築主の判断の基準、及び設計及び施工の指針を定

め公表し、また住宅金融公庫融資による省エネルギーに配慮した住宅の誘導措置における基準の強化を

おこなうことにより省エネルギーを図ることとされている。具体的にはいわゆる次世代省エネルギー基

準適合住宅のように、断熱性能の優れた住宅を普及させることによりエネルギー消費の削減が達成され

ることが期待されているといえる。よって本WGのマクロモデルで検討するシナリオの一つとして、住
宅の断熱強化を想定し、それによるエネルギー消費の削減効果の検討を行うこととした。ここでは断熱

強化による暖房及び冷房のエネルギー消費の削減効果を都道府県別に算定するモデルについての検討

を行う。モデルの考案に際してはここでは以下の点に留意した。 
①他WGの成果を効果的にモデルに組み込めるようにする。 
②都道府県別の削減効果が評価できるものとする。 
③ある程度ミクロの実態を想定して評価がおこなえるものとする。 

 
上記のような点を考慮しながら、住宅の断熱強化を想定したモデルの概要を図１に示す。モデルの全

体構成としては、まず住宅を大きく戸建と集合の２つに分け、さらにそれぞれを４つの断熱水準に区分

した上で、基準の暖冷房エネルギー消費量をもとに、各ケースの床面積当りの熱負荷原単位を算定する。

その原単位を基礎データとして、別に推計した建て方別、断熱水準別の住宅数、及び住宅当りの平均床

面積と暖房、冷房それぞれの機器効率を与えて検討年の暖冷房エネルギー消費量を算出するものである。

住宅の建て方としては、統計上では一戸建て、長屋建て、共同、その他に区分されているが、ここでは

単純化して一戸建て＝戸建、長屋建て、共同、その他＝集合として扱うことにした。また断熱水準は、

省エネ法で定められている断熱基準を指標として、1980年基準に基づくもの＝旧基準、1992年基準に
基づくもの＝新基準、1999 年基準に基づくもの＝次世代基準、そして旧基準の水準も満たさないそれ
以前のもの＝従来型の４区分とし、それぞれのシェアによって全体の断熱水準が決まっていると想定し

ている。 
 本モデルの特徴としては、先にあげた三つの留意点に要約されるが、まず①については、図中の熱負

荷計算によるシミュレーションとある部分、つまり個別の住宅において条件を変化させた場合のエネル

ギー消費の変化の分析はWG３のミクロモデルによる分析の成果によるところが大きい。また暖房、冷
房機器の効率と将来の変化等についてはWG2の研究成果を効果的に取り込む必要があると考えられる。
しかし②の留意点である、都道府県別の削減効果を明らかにするためには、地域的な特性を反映させる

必要があり、他 WG の研究成果をもとに本 WG で都道府県別の特性を反映したデータを独自に推計す
るなどの措置が必要であり、また断熱水準ごとの住宅数の把握、将来動向などについては既存研究の成

果等を利用し、都道府県別のデータを作成する必要がある。また③については、例えば断熱の強化は住

宅の熱性能を向上させ、暖冷房需要を抑制することが可能であると考えられるが、実態としては暖冷房

エネルギー消費は、居住者の意識や行動と深く関わっており、単に住宅自体の熱性能の評価を行うだけ

では、正確にエネルギー消費削減効果の判断が難しいと考えられることから、断熱強化と同時に暖冷房

の使用状況によるエネルギー消費の違いが、ある程度反映されることを想定したものである。暖房、冷

房ともに機器の使用時間や面積の拡大は断熱強化の効果を減少させていくと考えられため、どの程度の

使用状況において断熱強化が省エネルギーに効果があるのかをモデルによって評価できるように考慮



 
 

 10

する必要がある。また、冷房については、逆に断熱強化によって室内の熱の放出が妨げられ、冷房負荷

を増大させるおそれもあるため、日射の遮蔽や、換気による対策と組み合わせてエネルギー削減効果を

評価すべきといえる。ただし、どの程度のミクロ的な要素を反映させたモデルとするかは、他WGとの
整合性を図る観点などから、今後さらに検討を進めるものとする。 

[熱負荷計算によるシミュレーション２]

条件を変化させ暖冷房負荷を算出

パラメータ：暖冷房設定温度、
世帯人員、暖冷房部屋数

[熱負荷計算によるシミュレーション１]

都道府県別に断熱基準ごとの
暖冷房負荷を算出

断熱基準：
現状水準（推計値)
従来型（推計値）
旧基準
新基準
次世代基準

t年における
住宅戸数に占める
地域別・建て方別・
断熱基準別シェア
の推計回帰分析をおこない

各パラメータの
暖冷房負荷への影響度を係数化

設定温度の係数：a(暖房)、a'(冷房)
部屋数の係数：b(暖房)、b'(冷房)
世帯人員の係数：c(暖房)、c'(冷房)

基準年におけるストック住宅の
断熱水準別シェア
（地域別・建て方別)

基準年における暖房エネルギー
消費量（都道府県別・建て方別)

t年における都道府県別・建て方別暖冷房エネルギー消費量 Et

戸建の暖房用エネルギー消費量：D_EXt =
(D_X1/D_FXt*D_H1t*D_St)+(D_X2/D_FXt*D_H2t*D_St)+(D_X3/D_FXt*D_H3t*D_St)+(D_X4/D_FXt*D_H4t*D_St)

集合の暖房用エネルギー消費量：A_EXt = (A_X1/A_FXt*A_H1t*A_St)+(A_X2/A_FXt*A_H2t*A_St)+(A_X3/A_FXt*A_H3t*A_St)+(A_X4/A_FXt*A_H4t*A_St)
戸建の冷房用エネルギー消費量：D_EYt = (D_Y1/D_FYt*D_H1t*D_St)+(D_Y2/D_FYt*D_H2t*D_St)+(D_Y3/D_FYt*D_H3t*D_St)+(D_Y4/D_FYt*D_H4t*D_St)
集合の冷房用エネルギー消費量：A_EYt = (A_Y1/A_FYt*A_H1t*A_St)+(A_Y2/A_FYt*A_H2t*A_St)+(A_Y3/A_FYt*A_H3t*A_St)+(A_Y4/A_FYt*A_H4t*A_St)

ｔ年における
都道府県別・建て方別・
断熱基準別住宅戸数　Ht

戸建従来型        ：D_H1t
戸建旧基準        ：D_H2t
戸建新基準        ：D_H3t
戸建次世代基準  ：D_H4t

集合従来型        ：A_H1t
集合旧基準        ：A_H2t
集合新基準        ：A_H3t
集合次世代基準  ：A_H4t

t年における
都道府県別・建て方別
住宅延床面積(㎡)　St

 
戸建：D_St
集合：A_St

ｔ年における都道府県別・
建て方別暖冷房機器
の総合効率（％）　Ft

戸建暖房：D_FXt
集合暖房：A_FXt
戸建冷房：D_FYt
集合冷房：A_FYt

ｔ年における
都道府県別・建て方別
住宅戸数の推計

[熱負荷計算によるシミュレーション３]

日よけの条件（窓＋付属品）
を変化させて冷房負荷を算出

条件：単板ガラス＋日よけなし～
低放射複層ガラス＋外ブラインド

回帰分析をおこない
窓の日射遮蔽係数による
冷房負荷への影響度を係数化

窓の日射遮蔽の係数：d

都道府県別・建て方別・断熱基準別
床面積当暖房負荷(MJ/㎡・年)  X

戸建従来型       ：D_X1
戸建旧基準       ：D_X2
戸建新基準       ：D_X3
戸建次世代基準 ：D_X4

集合従来型       ：A_X1
集合旧基準       ：A_X2
集合新基準       ：A_X3
集合次世代基準 ：A_X4

X　は予測年tのパラメータ（a.b.c）を
変化させることによりそれぞれ変化する。

都道府県別・建て方別・断熱基準別
床面積当冷房負荷(MJ/㎡・年)  Y

戸建従来型       ：D_Y1
戸建旧基準       ：D_Y2
戸建新基準       ：D_Y3
戸建次世代基準 ：D_Y4

集合従来型       ：A_Y1
集合旧基準       ：A_Y2
集合新基準       ：A_Y3
集合次世代基準 ：A_Y4

Y　は予測年tのパラメータ（a'.b'.c'.d）を
変化させることによりそれぞれ変化する。

 

暖冷房エネルギー消費量推計モデルフロー 
 
ここでは、上記モデルの予備的検討として SMASHによる簡単なシミュレーション結果をもとに試算
した結果を示す。今回は主要 5地域において、暖房用エネルギー消費量のみを対象に試算した。地域は
省エネ法に基づく地域区分のⅠ～Ⅴ地域にそれぞれ該当する北海道、青森県、福島県、東京都、鹿児島

県を対象とした。今回のシナリオとして、現状に比べて、断熱水準の高い住宅のシェアが高まるという

想定を行い、暖房の使用状況、機器効率、世帯数、住宅床面積の変化は考慮せずに断熱強化の変化のみ

を考慮して暖房エネルギー消費量を算定した。 
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環境省が行った推計では、現状のストック住宅に占める断熱水準別のシェアと対策ケースでの 2010
年における断熱水準別のシェアは表 1のとおりとなっており、今回はこの 2010年時点での断熱水準別
のシェアが実現するものとした。本来は地域ごとに断熱水準別のシェアは異なると考えられるが、その

検討は今後の課題とし、今回は地域により一定と仮定する。まず表 1の値をもとに、断熱基準ごとの熱
損失係数の数値を用いて、現状のストック住宅の熱損失係数を地域、建て方別に推計した。ただし従来

型の熱損失係数は、旧基準と新基準との比率から補正して求めた。表 2に、このようにして得られた断
熱基準別の熱損失係数を戸建、集合の SMASH 用住宅モデルで設定し、暖房負荷を算出して、2000 年
度実績値をもとに断熱基準ごとの暖房エネルギー消費量の原単位を算出した結果を示す。この値に表１

で示したそれぞれの断熱基準ごとの住宅数を乗じることにより、現状ケースと対策ケースにおける暖房

エネルギー消費量を算定する。結果を図 2 に示す。戸建では現状ケースに比べて各地域とも約 10％、
集合では北海道で 30％、青森県で 25％、その他の地域で約 20％エネルギー消費量は少なくなる。絶対
量でみると、暖房エネルギー消費量の多い北海道と青森県の削減量は 18,560PJ ほどになり、福島県の
現状の消費量を上回るほどとなる。しかし実際には、断熱性能の高い住宅のシェアが増加していくのと

同時に、住宅当り床面積の増加や世帯数の増加、また暖房使用面積・時間の拡大などにより、断熱強化

によるエネルギー消費の削減効果が相殺されることになると予想される。また、地域によってその効果

もさまざまであると考えられる。よって今回の検討結果をもとに、冷房エネルギー消費も含め、上にあ

げたような要素の変化を想定し結果に反映できるモデルの検討を行っていく必要がある。 
 
建て方別住宅ストックに占める断熱水準別シェア  地域別、断熱基準別暖房エネルギー消費量原単位 

従来型 旧基準 新基準 次世代基準
戸建 70% 25% 5% 0%
集合 81% 18% 1% 0%
戸建 54% 25% 15% 6%
集合 29% 50% 15% 6%

現状ケース

対策ケース  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

各ケースにおける暖房エネルギー消費量推計結果 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
TJ/年

現状ケース

対策ケース

現状ケース 74,286 26,033 15,698 25,784 5,354 27,177 2,496 1,542 18,031 809 101,463 28,529 17,240 43,815 6,162 

対策ケース 66,726 23,661 14,303 23,650 4,830 19,158 1,883 1,231 14,670 658 85,885 25,544 15,534 38,320 5,488 

北海道 青森県 福島県 東京都 鹿児島県北海道 青森県 福島県 東京都 鹿児島県北海道 青森県 福島県 東京都 鹿児島県

戸建 集合 合計

GJ/世帯・年
従来型 旧基準 新基準 次世代基準

戸建 北海道 65.9 46.0 29.7 25.9
青森県 74.7 55.4 40.3 28.6
福島県 34.3 25.4 18.8 13.8
東京都 15.8 11.7 9.7 6.1
鹿児島県 10.6 10.3 5.3 2.7

集合 北海道 30.2 18.2 9.0 7.0
青森県 23.9 16.3 10.0 5.5
福島県 9.3 7.1 4.5 2.8
東京都 5.5 4.2 3.3 1.6
鹿児島県 4.6 3.9 1.9 0.8
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